
平成１９年（１月～１２月）近畿地区工場立地動向調査（速報）

　近畿経済産業局は、平成１９年（１月～１２月）に近畿地区において製造業、電

気業（水力、地熱発電所を除く。）、ガス業、熱供給業のための工場又は事業所

（研究所を含む。）を建設する目的を持って、１，０００㎡以上の用地を取得（借

地を含む。）した事業者を対象とする工場の立地動向について調査し、管内各府県

の協力のもとに取りまとめた。

 工場立地件数は、前年比やや減少

・工場立地件数は前年比６.３％減の２５４件（前年２７１件）となったが、依然

高い水準を維持している。（全国１，７９１件、前年比０.５％増加）

・府県別立地件数では、兵庫県（９６件）が近畿地区１位となった。また、前年

と比べ増加したのは滋賀県（４７件）、京都府（３４件）、奈良県（２６件）、

和歌山県（１３件）となった。一方、福井県（１２件）、大阪府（２６件）、兵

庫県は前年に比べ減少となった。

・近畿地区に立地した工場のうち、大阪府に本社を置く企業が８３件（立地件数

に占める割合３２.７％）と最も多い。近畿地区以外に本社を置く企業では、東京

都の企業が２１件で最も多い。また、本社所在地と同一府県に立地する件数が最

も多い。

・研究所の立地件数は、５件（前年５件）となった。（全国２２件）また、研究

開発機能を付設する予定の工場は７７件（前年６３件、前年比２２．２％増加）

となった。

 工場敷地面積は大幅に増加

・工場の敷地面積は３，９７０千㎡（前年２，６５３千㎡、前年比４９.６％増

加）で、特に下期は２,６５６千㎡（前年１,２４７千㎡、前年比１１３.０％増

加）と大幅に増加した。（全国２７，０９５千㎡、前年比１４.５％増加）

・府県別敷地面積では、大阪府（１，３９４千㎡、前年２１７千㎡）、兵庫県

（１,１４４千㎡、前年１,２１１千㎡）と続いている。

平成２０年３月３１日

近畿経済産業局

【ポイント】



（問合せ先）近畿経済産業局 地域経済部　地域開発室

　　　　　　 担当：橋本、中島

　　　　　　 電話：06-6966-6012(直通)   FAX：06-6966-6077

 工業団地への立地は減少

・工業団地への立地は１２２件となり、工場立地件数に対する割合は４８.０％と

前年より減少した。（前年１５２件、工場立地件数に対する割合５６.１％）特に

下期は急減した。

 借地への立地は減少

・借地への立地件数は５８件（前年８７件）で、前年と比べ３３.３％減少し、特

に下期は急減した。工場立地件数に対する割合は２２.８％で、前年に比べ下がっ

ているが、全国の１８.９％を上回った。（全国３３９件）

 業種別では、一般機械、金属製品の割合が高い

・業種（日本標準産業分類表）別の工場立地件数で最も多かったのは、一般機械

４３件（前年４７件）であり、金属製品の３５件（前年６７件）、食料・飲料等

の２６件（前年２１件）、プラスチック２４件（前年１９件）と続いている。

 立地場所の選定は、『本社・他の自社工場への近接性』を重視

・立地場所の選定理由は、「本社・他の自社工場への近接性」（７８件）、「地

価」（５７件）、「人材・労働力の確保」（４０件）、「高速道路を利用でき

る」（３９件）「工業団地である」（３９件）と続いている。

　一方、全国ベースでみると「本社・他の自社工場への近接性」（５８２件）、

「工業団地である」（４３３件）、「地価」（４１４件）「周辺環境からの制約

が少ない」（３１１件）「関連企業への近接性」（２８６件）と続いている。


